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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第22期

第１四半期
連結累計期間

会計期間
自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 781,576

経常利益 (千円) 130,610

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 169,262

四半期包括利益 (千円) 147,895

純資産額 (千円) 1,764,977

総資産額 (千円) 2,839,366

１株当たり四半期純利益 (円) 194.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) -

自己資本比率 (％) 62.2

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第22期第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表について、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規

程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、仰星監査法人により

四半期レビューを受けております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適

用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

　当社グループは、単一セグメントでありますが、その内訳は、中核事業である法人向けコーチングビジネス（以下

「法人向けコーチング」）、個人向けコーチングビジネス（以下「個人向けコーチング」）、および、コーチングビジ

ネス以外の収益を含む「その他」で構成されます。なお、当社のコーチングビジネスは、一定期間に亘りコーチングセ

ッションを実施し、セッション進捗に応じて売上高を認識しております。

　当第１四半期連結累計期間における当社を取り巻く国内経済環境においては、発生から２年が経過した新型コロナウ

ィルス(COVID-19)はオミクロン株の流行がありながらも、大企業の景況感は緩やかな改善傾向が見られました。一方、

国際経済は、グローバルな流通網の機能低下、資源価格高騰に加えて、ロシアのウクライナ侵攻により、世界的に物価

上昇圧力が高まっており、今後、企業の業況にも影響することが懸念されております。

　当社グループにおいては、オンラインコミュニケーションの普及も後押しし、パンデミックによる収益機会の損失は

限定的となっております。主力の法人向けコーチングにおいては、サービス提供が予定通り実施され、売上高は堅調に

推移しました。個人向けコーチングについては、パンデミックの発生により在宅勤務が増えた影響を受け前期は高い水

準で推移しましたが、需要の一巡が見られました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における受注高は959,363千円になり、売上高は781,576千円、営業利益は

97,778千円、経常利益は130,610千円、四半期純利益は169,262千円になりました。

　なお、当社グループは、コーチング事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載は省略しております。

(2) 財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は前期末より282,061千円減少し2,839,366千円となりました。主な変

動要因は、現金及び預金が338,115千円減少したことによるものです。これは、当第１四半期連結会計期間中に、賞与の

支払いを行ったことに加え、法人税等の支出があったためです。

　負債については、前述の賞与引当金及び未払法人税等を取り崩したことに加え、前受金が93,848千円減少したことに

より流動負債が404,882千円減少いたしました。負債合計は、前期末より403,820千円減少し、1,074,389千円となりまし

た。うち、流動負債は、1,045,031千円となりました。純資産合計は、前期末比121,759千円増加し、1,764,977千円とな

りました。これは主に利益剰余金が143,126千円増えたことによるものです。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行可能株式総数は2,969,600株増加し、6,969,600株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 871,200 1,742,400 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

計 871,200 1,742,400 ― ―

(注)2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式

分割を行っております。これにより発行済株式総数は871,200株増加し、1,742,400株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年３月31日 - 871,200 - 100,000 - 16,700

（注）2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で１株を２株に株式分割いたします。これによ

り株式数は871,200株増加し、発行済株式総数は1,742,400株となります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等) - - -

完全議決権株式(その他)
普通株式

871,200
8,712

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。な
お、単元株式数は100株であります。

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 871,200 - -

総株主の議決権 - 8,712 -

（注）2022年８月22日開催の取締役会決議により、2022年９月16日付で１株を２株に株式分割いたしますが、記載数

値には当該株式分割を反映しておりません。

② 【自己株式等】

該当事項はありません

２ 【役員の状況】

　 前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2022年１月１日から2022年３月31日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2022年１月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビ

ューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

　 現金及び預金 1,807,828

　 売掛金 146,810

　 棚卸資産 3,117

　 その他 65,599

流動資産合計 2,023,356

固定資産

有形固定資産

　 建物附属設備（純額） 57,740

　 工具、器具及び備品（純額） 22,095

　 有形固定資産合計 79,836

無形固定資産

　 のれん 183,890

ソフトウエア 154,612

その他 18,117

無形固定資産合計 356,620

投資その他の資産

　 投資有価証券 164,700

　 敷金及び保証金 94,243

　 繰延税金資産 104,566

　 その他 16,043

投資その他の資産合計 379,553

固定資産合計 816,010

資産合計 2,839,366
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

　 買掛金 48,609

　 未払金 47,460

　 未払法人税等 17,232

　 未払消費税等 50,603

　 前受金 766,716

　 賞与引当金 44,192

　 その他 70,215

流動負債合計 1,045,031

固定負債

　 資産除去債務 23,557

退職給付に係る負債 4,276

その他 1,524

固定負債合計 29,358

負債合計 1,074,389

純資産の部

株主資本

資本金 100,000

資本剰余金 88,376

利益剰余金 1,501,380

株主資本合計 1,689,757

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 97,918

　 為替換算調整勘定 △22,698

その他の包括利益累計額合計 75,219

純資産合計 1,764,977

負債純資産合計 2,839,366

　



― 8 ―

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月 1日
至 2022年３月31日)

売上高 781,576

売上原価 396,386

売上総利益 385,189

販売費及び一般管理費 287,411

営業利益 97,778

営業外収益

受取利息 37

為替差益 32,279

その他 514

営業外収益合計 32,831

経常利益 130,610

　特別損失

　 ゴルフ会員権評価損 2,722

　 その他 427

　 特別損失合計 3,150

税金等調整前四半期純利益 127,459

法人税、住民税及び事業税 1,295

法人税等調整額 △43,097

法人税等合計 △41,802

四半期純利益 169,262

親会社株主に帰属する四半期純利益 169,262
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

四半期純利益 169,262

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10,988

為替換算調整勘定 △10,377

その他の包括利益合計 △21,366

四半期包括利益 147,895

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 147,895
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項のただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おりますが、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。

　この結果、売上高及び損益に与える影響はありません。

　

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

　なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
至 2022年３月31日)

減価償却費 17,265千円

のれんの償却額 5,631 〃

(株主資本等関係)

当第1四半期連結累計期間（自 2022年１月１日 至 2022年３月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月29日
定時株主総会

普通株式 26,136 30.0 2021年12月31日 2022年３月31日 利益剰余金

２. 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループの事業セグメントは、コーチング事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

　当社グループの事業セグメントは、コーチング事業のみの単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を

地域別に分解した情報は以下のとおりであります。

　 （単位：千円）

コーチング事業

日本 642,698

その他 138,878

顧客との契約から生じる収益 781,576

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 781,576

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

１株当たり四半期純利益 194円29銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 169,262

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 169,262

普通株式の期中平均株式数(株) 871,200

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

　（連結子会社の清算）

　当社は、香港を取り巻く経済情勢を鑑み、2022年４月18日開催の取締役会において、当社の連結子会社である、

COACH A (Hong Kong) Co.,Ltd.を清算することを決議いたしました。

１．当該子会社の概要

（1）名称 COACH A (Hong Kong) Co.,Ltd.

（2）所在地 中国 香港特別行政区

（3）代表者の役職・氏名 董事 纐纈 順史（当社取締役執行役員CFO）

（4）資本金 8,080千香港ドル

（5）事業内容 コーチング事業

（6）設立年月 2010年6月

（7）出資比率 当社100％

２．清算の時期

　現地の法令等に従い必要な手続きが完了次第、清算結了となる予定であります。

３．当該子会社の状況（2022年３月31日現在）

　資産総額 32,647千円

　負債総額 208,394千円

４．当該清算による損益への影響

　当該子会社の清算決議に伴い、税金費用が82,928千円減少しております。

５．当該子会社による営業活動等への影響

　当該子会社は2018年２月末より休眠状態にありましたため、当該子会社の清算が営業活動に与える影響は軽微で

あります。
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　（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2022年８月22日開催の取締役会決議において、2022年９月16日付で株式分割及び株式分割に伴う定款の

一部変更について決議しております。

　

１．株式分割及び定款の一部変更の目的

　株式を分割することにより、柔軟な資本政策の実施を可能とすることを目的としております。

２．株式分割の概要

　（１）分割の方法

　2022年９月15日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、

１株につき２株の割合をもって分割します。

　（２）分割により増加する株式数

　 ① 株式分割前の発行済株式総数 ：871,200株

　 ② 今回の分割により増加する株式数 ：871,200株

　 ③ 株式分割後の発行済株式総数 ：1,742,400株

　 ④ 株式分割後の発行可能株式総数 ：6,969,600株

　（３）分割の日程

　 ① 基準日公告日 ：2022年９月１日

　 ② 基準日 ：2022年９月15日

　 ③ 効力発生日 ：2022年９月16日

　（４）１株当たり情報に及ぼす影響

　当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値は

次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日）

１株当たり四半期純利益 97円14銭

　 （５）株式分割に伴う定款の一部変更

　 ① 定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2022年９月16日をもって、当社定款第６条

で定める発行可能株式総数の変更を行います。

　 ② 定款の変更内容

　変更内容は、次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

現行定款 変更後定款

（発行済株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、400万株とす
る。

（発行済株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、6,969,600株と
する。

　 ③ 定款変更の日程

　効力発生日 ：2022年９月16日
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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